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 民法は、私人間の法律関係を規律する私法・一般法であり、実体法である。 

 

１ 公法と私法 

 社会を規律する法を大別すると、公法と私法がある。 

 公法とは、公権力（国家や地方公共団体）の構造や公権力と国民との関係を規律する法であり、憲法、

刑法、裁判所法、民事訴訟法、刑事訴訟法等がこれに属する。 

 これに対して、私法とは、私人用語解説間の法律関係を規律する法であり、民法、商法、借地借家法

等がこれに属する。 

用語解説 私人とは、国家あるいは公共という立場を離れ、私的な立場からみた一個人をいう。 

 

２ 一般法と特別法 

 一般法とは、事項・地域・人について限定せずに広く一般的に適用される法であり、民法は、私人

間の法律関係を規律する一般法である。これに対して、特別法は、事項・地域・人について限定して

適用される法であり、一般法を補充・訂正するものである。民法の特別法としては、商法、借地借家

法、利息制限法等がある。 

 ある法律関係について特別法が存在するときは、特別法が優先的に適用され、その限度で、一般法

の適用は排除されることとなる。これを、「特別法は、一般法に優先する。」という。例えば、通常、

売買契約には、一般法である民法が適用されるが、商人間の売買契約には、特別法である商法が適用

される。 

  

１ 民法の意義 

 

   民法の基礎 

 

序 章 
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 以下は、一般法である民法が適用される主要な場面である。 

 

 ① 売買契約 

 Ａが、その所有する家（不動産）をＢに売る契約を

した場合、Ａは売主、Ｂは買主になる。 

 

 ② 不法行為 

 Ｃが、誤ってＤに怪我をさせた場合、Ｃは加害者、

Ｄは被害者になる。 

 

 ③ 婚 姻 

 Ｅ男とＦ女が結婚した場合、Ｅ男は夫、Ｆ女は妻と

なる。 

 

 ④ 相 続 

 ＧとＨが親子である場合において、Ｇが死亡したと

きは、Ｇは被相続人、Ｈは相続人となる。 

 

 

 

 

３ 実体法と手続法 

 実体法とは、権利義務の発生、変更、消滅等の要件と効果等の法律関係について規律する法をいう。

民法は、私人間の法律関係につき、その存否や内容を定めるものであるため、実体法である。 

 手続法とは、権利や義務等の実現のために執るべき手続や方法を規律する法をいう。民法で定めら

れた権利や義務を具体的に実現するための民事訴訟法や民事執行法は、手続法である。 

  

  Ａ             Ｂ 

 (売主)           (買主) 

  Ｃ             Ｄ 

 (加害者)          (被害者) 

 Ｅ男             Ｆ女 

 (夫)             (妻) 

      Ｇ (被相続人) 

 

 

      Ｈ (相続人) 
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１ 三原則 

 近代の私法は、市民革命によって封建主義が否定されて築き上げられた近代の資本主義経済社会に

成立したものであり、全ての人間の自由・平等という市民法原理を内在するものである。 

 この市民法原理は、⒜権利能力平等の原則、⒝所有権絶対の原則、⒞私的自治の原則の三原則とし

てあらわれる。民法も、基本的には、この三原則に従うものである。 

⑴ 権利能力平等の原則 

  権利能力平等の原則とは、全ての自然人は、等しく権利義務の主体となる資格である権利能力を

有するという原則である。 

  ３条１項は、「私権の享有は、出生に始まる。」と規定し、この原則を宣言している。 

⑵ 所有権絶対の原則 

  所有権絶対の原則とは、所有権は、何人に対しても主張することができ、国家を含む他人は、そ

の所有物に対する支配に干渉することはできないという原則である。所有権絶対の原則は、資本主

義社会の存立を法的に保障するものである。 

  憲法 29 条１項は、「財産権は、これを侵してはならない。」と規定し、これを受け、民法 206 条

は、「所有者は、…自由にその所有物の使用、収益及び処分をする権利を有する。」と規定している。 

⑶ 私的自治の原則 

  私的自治の原則とは、私法的な法律関係については、個人は自らの自由意思に基づいて、自由に

法律関係を形成することができるという原則である。この原則は、⒜契約自由の原則と⒝過失責任

の原則を含む。 

  契約自由の原則は、契約を締結するか否か、誰と契約を締結するか、どのような内容の契約を締

結するか、どのような方式で契約を締結するか等について、自由に決定することができるとする原

則である。 

  過失責任の原則は、他人に損害を与えた加害者に損害賠償責任を負わせるためには、加害者に故

意又は過失がなければならないとする原則である。 

  

２ 民法の原理 



2026 年合格目標 基礎マスター＆択一式対策講座【理論編】 民法Ⅰ 

無断複写・転載を禁じます 5  

２ 三原則の修正 

 全ての人間の自由・平等を原理とする市民法原理は、個人を封建的拘束から解放し、自由な経済活

動を保障したため、これにより資本主義が飛躍的に発展した。 

 しかし、資本主義の高度化に伴い、資本家と労働者の階級的対立、大企業の出現、公害問題の発生

等により、市民法原理は修正を迫られることとなった。 

⑴ 所有権絶対の原則の修正 

  民法は、所有権の内容に「法令の制限内において」という限定を加え（206 条）、また、１条１項

は「私権は、公共の福祉に適合しなければならない。」と、１条３項は「権利の濫用は、これを許さ

ない。」と、それぞれ規定し、所有権の内容及び行使が、社会一般の利益、すなわち「公共の福祉」

と適合するように制約されることが明らかにされている。これにより、所有権の内容及び行使を制

約する法律が多数制定されている。 

⑵ 私的自治の原則の修正 

  資本主義が高度化し、著しい貧富の差が生ずると、契約自由の原則は、経済的実力が対等である

関係でのみ妥当すると認識されるようになり、経済的弱者を保護するために、国家が契約の締結を

強制したり、契約の内容を制限したりするようになる。 

  また、資本主義社会の高度化・複雑化に伴って、公害問題や大事故の発生により多くの被害者が

生じて社会問題化した。そして、これらの被害者の保護の問題が生じ、「企業活動によって利益を

得ている者は、これによる損害も負担すべきである」との報償責任や「危険な活動をする者は、そ

の危険によって生じた損害を賠償すべきである」との危険責任により、故意又は過失がなくても損

害賠償責任を負わせるという無過失責任を認める立法（原子力損害賠償法、大気汚染防止法等）が

登場するようになった。 

 

 

 

 

１ 民法典の構成 

 民法典は、総則編、物権編、債権編、親族編及び相続編の５編から成り立っている。 

 民法典の構成上の特徴は、共通する項目（総則）を前に出すという作業を繰り返して編成されてい

る点にある。すなわち、民法典には、法典全体の「総則」があるほか、全ての編においても、「総則」

が置かれている。このような体系のことを、パンデクテン体系という。 

  

３ 民法典の構成 


